



















































































ができる。たとえば、一般社団法人日本能率協会 JMAマネジメント研究所が 2014 年に実施










力銀行（JBIC）による『わが国製造企業の海外事業展開に関する調査報告− 2015 年度 海外
直接投資アンケート調査結果（第 27 回)7)』によれば、回答企業における海外生産比率8)の
2014 年度実績は 35.1％に、2018 年度までの中期的計画は 39.6％と 4割に近づく水準になって
いる。また、2014 年度実績でみた海外売上高比率9)は 37.9％、海外収益比率10)は 34.3％とな
り、過去最高の数値を示している。この流れは 2015 年度の見込み値でも変わらず、海外売上
高比率、海外収益比率は、それぞれ 38.9％、35.2％に達することが見込まれている。さらに、




























海外直接投資アンケート調査結果（第 27 回）」2015 年 11 月，19頁
ることも特徴的である。上位 20ヵ国まで広げると、マレーシア（第 11 位）、シンガポール













































































































































ションの過程で一貫して向上してきた。もう 1 つは、8 インチから 5.25 インチ、さらには



































































































































では限界があるという主張は、我々が 2013 年の 8月にタイで行った日系企業に対するインタ
ビュー調査42)の結果とも整合的である。現地日系企業の日本人マネージャーらによれば、「日
本で設計・開発された製品のバージョン・ダウンでは、現地市場での競争優位を獲得できな




















第 2 章で論じたように、長期にわたる発展に向けて ASEANを戦略上の重点地域と位置づ
ける日本企業は非常に多い。日本企業にとっては、ASEAN中間層市場における潜在的なニー
ズを的確に理解することが ASEAN市場開拓のためのイノベーション戦略立案の際に重要に





シンガポール、タイ、フィリピン、ベトナム、マレーシア）の人口規模が 2015 年の 5 億 5000





































現在、ASEAN主要 6カ国における新中間層世帯は、約 5,767 万世帯と試算されている49)。
この世帯数は ASEAN主要 6カ国合計の全世帯数約 1 億 4,297 万世帯のおよそ 40.3％を、中
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